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私見による景表法課徴金制度導入上の論点整理メモ 

文責：宮城朗 

《実現すべき目的》 

① 第一次的には，不当表示による重大かつ広汎な消費者被害の発生・拡大を可及的に事前抑

止するために最も実効性のある制度であるべきこと。⇒違法事業者が不当表示によって獲

得した不正な利得以上の課徴金を課することにより，不当表示の抑止力を及ぼす（消費者

被害の発生・拡大の事前抑止）。 

② 副次的には，既に発生してしまった消費者被害の回復にも役立つ制度であるべきこと，ま

た，それ以外にも消費者全体の利益確保に資する制度であるべきこと（事後的被害回復と

消費者全体利益の確保）。 

《その目的を達成するために必要な制度の構造》 

① 課徴金率が，不当表示を事前に思い止まらせられるほど，十分な重さを持っていること（不

当表示に対する抑止力として十分な課徴金率と算定方法）。 

② 不当表示か否かの境界が明確であり，法執行が公平であると共に，事業者の予測可能性が

確保されていること（透明性・公平性の確保）。 

③ 実現手続が十分に迅速であること（賦課手続の迅速な執行）。課徴金というペナルティを課

す以上は，反論・反証の機会を十分に与えるべきであるが，賦課要件の認定・評価が難し

く，手続が重くなると，不当表示の停止が遅くなり，迅速に不当表示を市場から追放して

消費者被害を事前抑止するという法の目的が却って阻害されるという懸念がある。 

④ 課徴金納付による財源を，適格消費者団体または特定適格消費者団体による訴訟制度

の遂行，その他，消費者全体の利益確保のための活動に拠出可能とするような制度構

築が必要である（課徴金財源の使途）。 

⑤ 不当表示による消費者被害の根絶のためには，景表法上の課徴金の賦課という行政による

上からの事前抑止の制度に加え，更に，差止請求訴訟並びに集団的消費者被害回復に係る

訴訟制度における適格消費者団体・特定適格消費者団体の権限を強化し，両者を有機的に

連動して機能させる必要がある（適格消費者団体及び特定適格消費者団体による訴訟制度

との有機的連携）。 

《制度設計における基本的な考え方と留意点》 

① 【課徴金賦課の根拠】：課徴金賦課の根拠は，悪質事業者に対する社会的非難を根拠とする

のか，それとも，不当表示による消費者被害の事前抑止の効果を最大限にすることを狙う

のか。⇒事前抑止機能の最大化・効率化こそ目指すべきである。 

② 【正当な業務活動への影響】：消費者利益の確保と経済活性化はゼロサムの対立構造ではな

い。景表法の公取委所管時代の制度説明として，消費者取引市場における不当表示を放置

していたのでは，不当表示によって消費者を誘引した悪質事業者の方が不正な利益を収め

て有利な地位を占めることになりかねず，それは他のまともな事業者の追随も招きかねず，

引いては消費者全体の利益を阻害する（不当表示の負の波及効果）ということが指摘され
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ていた。換言すれば，不当表示を消費者取引市場から放逐して消費者に対して正確な商品

情報が確実に提供される取引環境を整備することは，真に優良・有利な商品・役務を誠実

に供給する事業者が消費者取引市場において有利な地位を占めることとなり，経済活動の

活性化に資することとなるはずである。但し，その前提条件として，事業者に萎縮効果が

生じないように，予測可能性確保のための基準の明確性，執行の公平性が確保されるべき

である。 

③ 【ソフトローとハードローの手法の適切な使い分け】： 不当表示による消費者被害の事前

抑止という目的達成のために，課徴金賦課というハードローの手法は欠かせない。しかし，

事前抑止の目的の効率的達成のためには，何が何でも高率の課徴金を課せば解決するとい

うものでもない。告示・ガイドラインの整備，事前相談制度，警告制度等による柔軟な運

用，課徴金減免制度による不当表示中止に向けたインセンティブの提供等が有益である。

他方，逆に，確信犯的な故意事案であり，同一事業者による同種不当表示の反復，首謀者

的地位，公益通報の揉み消し等の事案については，より強力な抑止力が必要であるから，

加算制度というハードな手法が必要である。 

 論点 

 

問題の所在 H.20 公取委

法案 

比較対照す

べき国内制

度・海外制度 

現時点におけ

る私見 

課

徴

金

賦

課

対

象

の

不

当

表

示

の

範

囲 

不実証広告事案を

課徴金賦課の対象

とするか。 

不実証広告を課徴

金賦課の対象から

除外することは，

証拠提出を拒絶す

ることによって課

徴金から免れる余

地を生ずるのでは

ないか。 

不実証広告

の規定によ

り優良誤認

表示とみな

す場合は，課

徴金を課さ

ない。 

無し。 不実証広告事

案を課徴金対

象から外すこ

とは不適切で

ある。 

３号指定告示事項

を課徴金賦課の対

象とするか。 

課徴金というペナ

ルティを課する以

上は，法の明文に

より要件を規定す

る必要があるので

はないか。 

３号指定告

示事項には，

課徴金を課

さない。 

・独禁法上の

不公正な取

引方法につ

いては，法の

明文で要件

を定めた一

部の類型だ

けに課徴金

を課してい

る。 

・景表法上の

要 件 の 明 確

性，差止請求

の範囲との権

衡から対象か

ら外すことも

理論的には有

り得るが，有

利誤認・優良

誤認と比較し

て，明確性に

それほど差が
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差止請求の

対象から，３

号指定告示

事項は除か

れている。 

あるかは疑問

である。 

従来の不当表示の

類型以外にも，新

設して加重金賦課

の対象とすべき類

型はあるのではな

いか。 

例えば，①断定的

判断の提供，②消

契法上の不利益事

実の不告知のよう

な表示，③事業者

属性の虚偽説明等

（老舗商法や，会

社名による誤導）。

無し。 ①と②につ

いては，消契

法・特商法・

金販法・金商

法・商先法

等，他の消費

者関連法規

とのバラン

ス。 

消費者被害の

現場では良く

見かける手口

であり，範囲

拡張を検討す

べきである。

課

徴

金

賦

課

の

た

め

の

主

観

的

要

件 

課徴金賦課の主観

的要件をどのよう

に設定するか。 

行政機関に過ぎな

い消費者庁にどこ

まで微妙な主観的

要件の認定評価が

可能か。 

故意・重過失

を要する。 

独禁法・金商

法は主観的

要件を要求

していない。 

公認会計士

法のみ「相当

の注意を怠

ったことに

よる重大な

虚偽証明等」

として重過

失らしき要

件を要求し

ている。 

故意・過失と

する。重過失

の 認 定 ま で

は，事実上不

可能に近い。

軽 過 失 な ら

ば，不当表示

の内容そのも

のから推認可

能 で あ る の

で，不当表示

の存在から推

定されるとし

て挙証責任を

転換するのが

合理的ではな

いか。 

主観的要件は組織

内の誰について認

定・評価するのか。 

会社代表者か，取

締役会か，役員の

一部か，非役員で

あっても監督者の

地位にある者か，

言及無し。 ・独禁法，金

商法におい

ては，個々人

の主観的要

件を問題と

末端の構成

員の独走だと

弁解されて責

任を免れるよ

うでは，十分
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現場の従業員では

足りないか。末端

の従業員の独走だ

と言われた場合ど

うなるか。 

しない。 

・公認会計士

法では，無

論，公認会計

士本人。 

な執行力を望

めない。問題

の商品役務の

製造・販売過

程において，

指導的地位に

あ る 者 の 故

意・過失とす

るのが適切と

考えるが，理

論的にどう整

理するか？ 

課

徴

金

賦

課

の

水

準

と

算

定

方

法 

課徴金率 不当表示によって

得られる不正な利

益を上回る水準で

ある必要がある

が，業態（特に利

益率）や事件の実

状，違反事業者の

主観的態様等によ

り一概に確定しに

くい。 

一律３％ 独禁法は，行

為類型によ

って異なる

が，不当な取

引制限にお

いて，１０・

３・２％。 

金商法も，行

為類型によ

り様々であ

るが，インサ

イダー・相場

操縦・風説の

流布と偽計

においては

重要事実公

表の前後の

２週間以内

の差額。発行

開示書類の

虚偽記載・負

提出につい

ては，募集・

売上総額の

・業種や業態

による利益率

の違いをどう

考えるか。 

・故意・過失・

重過失等の主

観的態様を考

慮するか。 

・不当表示が

ある以上，売

上総額との理

屈はどうか。

独禁法・金商

法と異なり，

対象商品売上

がそもそも比

較的低額にな

る場合が多い

ことからする

と３％～数％

ではそもそも

後記の足切り

にかかって賦

課されない場
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２．２５～

４．５％。 

公認会計士

法は，監査報

酬の１００

～１５０％。 

合が非常に多

くなる懸念が

ある。 

・民事賠償と

の関係とバラ

ンスをどう考

えるか。 

課徴金算定の分母

となる売上の範囲 

課徴金算定の基礎

となる売上金の範

囲。 

 

 

不当表示の

対象商品・役

務の売上総

額。 

独禁法は，問

題の違法行

為の売上総

額。 

金商法は，上

記のとおり。 

公認会計士

法は，監査報

酬の全額。 

不当表示の対

象商品・役務

の売上総額。

算定期間の範囲 課徴金算定の基礎

となる算定期間の

範囲。 

 

 

３年間 独禁法は，３

年間。 

金商法と公

認会計士法

には制限無

し。 

期間制限の必

要無し。立証

との関係に過

ぎない。 

除斥期間 除斥期間の年数 実行期間等

の終了日か

ら５年。 

独禁法も実

行期間の終

了日から５

年。 

金商法は違

反行為の実

行日から５

年。 

公認会計士

法は会計期

間の末尾か

ら７年。 

独禁法や金商

法と平仄を合

わせても良い

かもしれない

が，５年間と

いう期間に合

理性は特に無

いのではない

か。 

課徴金賦課の除外

要件（足切り）の

小規模事業者や，

見込まれる課徴金

賦課要件の

下限を３０

現行独禁法

は，下限１０

消費者庁の業

務負担を考え
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要否と内容 額が非常に少額に

なる場合等，一定

範囲の除外要件を

設けるかどうか。 

０万円，つま

り売上げ１

億円。 

０万円。 

金商法と公

認会計士法

は，１万円未

満。 

ると，一律の

明確な基準で

除外すること

は 有 り 得 る

が，商品単価

が低いことが

多いことを考

えると，３０

０万円で足切

りは高額に過

ぎる。 

課

徴

金

額

の

変

動

可

能

性 

消費者庁による裁

量的賦課の是非 

消費者庁の執行の

現場における裁量

的判断により，課

徴金を課すか否か

について決する裁

量的賦課を認める

か否か。 

非裁量的・。

画一的な制

度。 

公認会計士

法のみ，裁量

制あり。但

し，一定要件

を前提とす

る。 

必要が無いば

かりでなく不

適切。課徴金

賦課の予測可

能 性 ・ 透 明

性・公平性の

観点から課徴

金制度の信頼

確保のために

は裁量性を設

けるべきでは

ない。 

減免制度の是非と

内容 

不当表示の早期中

止に向けたインセ

ンティブを与えて

消費者被害の拡大

を防止するため

に，減免制度を設

けるべきか否か。

独禁法上のリーニ

エンシー制度は，

違法行為の形が全

く異なるので，そ

のまま当てはめる

ことは出来ない

言及無し。 独禁法，金商

法はあり。 

要検討。 

・あまり緩い

基準で減免を

認めてしまう

と，見つかり

そうになった

ら申告すれば

良いというこ

とになって，

不正な利得が

確保されてし

まう。 

・減免の理由
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が，その考え方が

援用出来るのでは

ないか。 

として，事業

者が不当表示

の利得を被害

者に自首返還

し，との余の

部分を消費者

利益を図る機

関に寄付した

ことを条件と

して免責を認

めるような制

度はどうか。

加算制度の是非と

内容 

一定の客観的条件

の下，より強い抑

止力を持たせるた

めに課徴金加算を

認めるべき事案が

あるかどうか。 

無し。 独禁法・金商

法・公認会計

士法にあり。 

加算制度は必

要。 

例えば，①一

定期間内の再

犯，②首謀者

的地位，③公

益通報の揉み

消し等。 

課

徴

金

財

源

の

使

途 

課徴金財源の配当

可能性 

課徴金として徴収

した不正な利得

を，不当表示によ

って被害を受けた

消費者に配当する

ことが出来ない

か。 

無し。 国内制度で

は無し。 

米国のＳＥ

Ｃでは被害

配当あり。し

かし，ＦＴＣ

法では無し。 

課徴金率が低

ければ，費用

倒れで配当は

無意味。 

しかし，売上

総額か，それ

に近い程度の

課徴金額にな

るなら一考の

余地あり。 

しかし，権利

者の認定の困

難 性 と 弊 害

（真の権利者

でない者の便

乗請求）も考
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慮すべき。 

適格消費者団体・

特定適格消費者団

体の訴訟実費等に

対する利用可能性 

適格消費者団体に

よる差止請求訴

訟，特定適格消費

者団体による集団

的消費者被害回復

制度の実費の拠出

または貸付，他の

消費者全体の利益

確保のための活動

財源とすることが

出来ないか。 

無し。 無し。 もし，課徴金

率が低いもの

に止まる場合

は，課徴金制

度だけでは被

害回復は出来

ないので，訴

訟制度による

被害回復が必

要である。そ

うなると，適

格消費者団体

の訴訟制度の

実効性確保が

必要であり，

通知･広告費

用，仮差保証

金，鑑定費用

等の拠出が考

えられる。 

課

徴

金

制

度

と

消

費

者

団

体

訴

訟

制

度

一般的措置請求権

制度の是非 

不当表示の存在を

可能な限り早期に

探知するための方

策として，適格消

費者団体等から，

書面により申告が

行われた場合に

は，消費者庁は一

定期間内にその評

価と対応を回答し

なければならない

とする制度を新設

出来ないか。 

無し。 無し。 不当表示の存

在を消費者庁

が迅速に把握

するために，

是 非 と も 必

要。 

不当表示評価の確

定を前提とする集

消費者庁の認定・

評価の確定または

無し。 独禁法２５

条は，公取委

集団的消費者

被害回復制度
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と

の

連

携 

団的消費者被害回

復訴訟制度の是非 

取消訴訟における

確定を待って，そ

の不当表示に該当

するという評価を

前提として特定適

格消費者団体が訴

訟を提起できる制

度の新設はどう

か。 

の排除措置

の確定を待

って，無過失

損害賠償請

求訴訟を提

起する規定

あり。 

 

の構造から，

無過失責任と

することは出

来ないが，不

当表示の評価

の限度で確定

しておくこと

は，優良誤認

表示について

意味がある。

消費者庁からの調

査情報開示と意見

聴取手続の是非 

集団的消費者被害

回復の訴訟制度の

上で，特定適格消

費者団体が，その

調査情報の開示を

求めたり，損害算

定において，消費

者庁が課徴金算定

の際の資料や検討

状況の開示を求め

る制度と出来ない

か。 

無し。 損害算定に

関するもの

ではないが，

独禁法２４

条の差止請

求に関して

は，同法８３

条の３第２

項の求意見

制度がある。 

集団的消費者

被害回復制度

を実効あらし

めるために，

これらのよう

な制度を新設

することが有

効と考える。

手

続

論 

課徴金賦課のため

の調査権限 

課徴金賦課のため

の調査としてはど

のようなものが必

要となるか。 

措置命令に

要する調査

の外，事件関

係者，参考人

への審尋，鑑

定，帳簿書類

等の提出命

令，立入検

査。 

 この点は，ほ

ぼ２０年公取

案のとおりで

良いのではな

いか。 

調査妨害に対する

ペナルティの是非 

消費者庁の聴取や

帳簿等の提出要求

を拒絶して調査妨

害をした場合に，

罰金あるいは加算

無し。  調査に対する

資料提出や聴

取にスムーズ

に応ずること

を担保する制
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制度の対象とすべ

きではないか。 

度として必要

と考える。 

事業者の手続保障

と不服申立 

課徴金を課す場合

の事業者の手続保

障はどのようなも

のであるべきか。 

事前の弁明

の機会の付

与。 

独禁法には，

処分前の審

査手続があ

る。 

独禁法と異な

り，認定・評

価 対 象 が 単

純。広告表示

の内容が客観

的真実に合致

するかどうか

だけ。主観的

要件は取消訴

訟で争っても

ら う の が 相

当。 

従って，従前

の 普 通 の 告

知・聴聞の手

続で足りる。

課徴金納付命令の

所管と，取消訴訟

の管轄裁判所。 

 

 

 

 

課徴金納付命令の

判断機関は，消費

者庁だけか，それ

とも都道府県にも

認めるか。 

取消訴訟による不

服申立の管轄裁判

所は，東京地裁だ

けか，地方でも提

起出来るとすべき

か。 

  判断の統一の

ためには，消

費者庁本庁に

集中すべきで

はないか。 

また，管轄は，

東京地裁だけ

に集中すべき

ではないか。
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具体的事例による執行シミュレーション 

 

1. 課徴金賦課対象の不当表示の範囲 

(1) 【不実証広告事案】：健康食品製造販売を業とする事業者Ａ社は，ヒアルロン酸・グル

コサミン・ＤＨＡ・ビタミン等を含有するサプリメントを表示・広告上で謳っている

原材料とは全く異なる粗悪・廉価な原材料を使用して製造し，原価の３倍の価格設定

で販売して莫大な年間売上げを挙げていた。甲県が原材料，製造法等に関する資料提

出を求めたが，課徴金を賦課されたくないＡ社は，頑として資料提出を拒み，不実証

広告の規定により優良誤認表示と認定されて甲県から措置命令を受けた。 

(2) 【３号指定告示事案】：有名スーパーＢ社は，チラシとインターネットで，浜名湖産ウ

ナギ大量入荷との表示・広告を行って顧客を誘引したが，実際に入荷したのは，各店

舗当たり５セットに過ぎず，その余は，輸入された中国産ウナギであった（原産地表

示・おとり広告）。 

(3) 【事業者属性の虚偽説明】：美容医療クリニックを全国で大規模展開するＣ医院は，①

３０年以上の治療実績，②年間３０万件以上の施術実績，③当院のみの独占的施術方

法等の雑誌広告，インターネット広告を行って膨大な数の顧客を誘引していたが，実

際には，①最初の開業から１０年を経ておらず，②年間施術実績は平均３万件程度，

③独自の施術手技など何も持っていなかった。 

2. 課徴金賦課のための主観的要件 

(1) 【主観的要件の設定】：故意・過失・重過失・無過失，どの範囲まで対象とするか。 

① 事業者Ａは，カシミヤ入りセーターを海外事業者Ｂから輸入して国内販売していた

が，ＡもＢから欺罔されてほとんどカシミヤが含有されていない粗悪な品質のセー

ターを購入し，自らの表示・広告が不当表示となっていることを知らずに販売して

いた。 

② 事業者Ｂは，一般住宅用の太陽光発電システムの販売を行い，同システムを用いれ

ば，毎月の自宅電気代が大幅に低減出来るだけでなく，余った電力については電力

会社に買い取ってもらえるので，その収益も見込めると謳って，短期間で投資分を

回収した上で，その後は多大な継続的収益が見込めるとして，非常に高額のシステ

ムを販売していた。しかし，実際には，発電量はそれほど大きなものではなく，ま

た，電流の品質から電力会社に買い取ってもらえる見込みは立たず，数年間で回収

出来る見通しは無かったが，自社でも，調査不足で他社製品を仕入れており，主観

的には，消費者を欺して販売しているとの認識ではなかった。 

(2) 【主観的要件に認定主体】：あるホテルのレストランでは，①芝エビと謳ってバナメイ

エビを売りつけ，②牛肉ステーキと謳って固形牛肉を用い，③操業していたが，その

事実を代表者及び取締役会では全く知らず，部課長クラスか，あるいは現場のレスト

ランの料理長以下の職員しか知らなかった。 
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3. 課徴金賦課の水準と算定方法 

(1) 【課徴金率の設定その１】：ＣＯ２ガス排出権取引を開始して，多数の高齢者等を勧誘

していたＡ社は，実際には，事務所を開設して概観を整え，もっともらしいパンフレ

ットや説明資料を製作し，契約関係書類を整備しただけで，海外の取引所への繋ぎな

ど全く行わず，自らの独自の価格設定と非常に高率のレバレッジをかけて，単に詐欺

的賭博に等しい相対取引を行って，実際にはコンピュータ機器による損益の算定さえ

もまともに行わず，毎月の取引報告書の上だけで多大な損失が出たと繰り返しては，

追証によって脅して損を取り戻しましょうと言って追加出資を繰り返すように仕向け，

莫大な出資金の収奪を繰り返していた。賃料や関係資料作成費，人件費等を控除して

も利益率は非常に高く，８０％を上回るほどであった。 

(2) 【課徴金率の設定その２】：食品製造販売業を営むＢ社は，その主力商品（出荷品の中

に占める割合は７割程度）であるカップラーメンの販売で長年堅実な経営を行ってお

り，その利益率は６％程度であったが，ある時，その中の使用食材の一部に偽りのあ

ることが発覚した。 

(3) 【課徴金賦課の除外要件】：とある巨大ホテルチェーンを営む事業者であるＣ社は，そ

の各地ホテルにおいて営む中華レストランで，「地鶏」と称してブロイラー鶏肉を用い

た鳥のカシューナッツ炒め，「アワビのクリーム煮」と称してロコ貝を用い，「フカヒ

レの姿煮」と称して人工フカヒレを用いて操業していた。同ホテルチェーンの利益率

は非常に高かったが，これらの３種の料理の総売上は，全国のレストランチェーンの

年間売上げを合計しても１億円に達しなかった。ただ，これら食材を用いたコース料

理の総売上であれば，１億円をかろうじて上回るものであった。 

4. 課徴金額の変動可能性 

(1) 【課徴金減免制度】：例えば，以下のような諸事例において減免を認めることは適切か。 

① ある商品を仕入れて全国の小売店への流通を請け負っている事業者が，ある時，製

造販売元事業者が，当該商品の品質について重大な偽りを行っていることを認識し

てしまった。この不当表示は消費者を欺すものであるので即刻止めるべきものだと

思っているが，既に大量の商品が全国の小売店で出回っており，現在，消費者庁に

申告すると，自社まで巻き添えになって課徴金を課されるのではないかと怖れて自

主申告を躊躇っている。 

② ある大手事業者は，自社の製造販売している商品の優良性について故意に偽って，

長年に亘り不当表示を継続してきたが，消費者庁に被害実態が知られて調査が入り

そうになったので，俄にこの優良誤認表示を自主申告して課徴金減免を求めている。 

③ 同じ事例で，会社首脳陣は長年気づいていなかったが，消費者庁から調査申入れが

あって初めて社内調査を行って，その優良誤認表示に気が付いて，即刻，自主申告

した。 

④ 同じ事例で，消費者庁から調査ではなく，警告があったに止まった場合はどうか。 
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(2) 【加算制度】：例えば，以下のような諸事例において課徴金加算を認めることは適切か。 

① 一定商品について有利誤認表示で摘発された事業者が，数年間以内に，同一商品に

ついて似たような有利誤認表示を繰り返した。 

② 一定商品について優良誤認表示で摘発された事業者が，数年間以内に，他種商品の

優良誤認表示を繰り返した。 

③ 一定商品について優良誤認表示で摘発された事業者が，数年間以内に，同一商品に

ついて，今度は有利誤認表示を繰り返した。 

④ 電気通信事業を営むＡ社は，新規格のスマートフォンを用いれば，日本全国の何処

でも，従来規格の２倍以上の速度で繋がると表示・広告を行って顧客を誘引してい

たが，実際には，新企画の基地局の開設が遅れており，２倍以上の速度で接続出来

るのは全国の市町村の３割程度に過ぎなかった。しかしＡ社は，全国の代理店や家

電量販店等に指示して上記のとおり店頭表示させ，かつ説明させて無数の顧客と通

信契約を締結させていた。 

5. 課徴金財源の使途 

(1) ある特定適格消費者団体は，集団的消費者被害回復の訴訟制度を提起し，第一段の手

続では認容判決を得たが，全国の消費者は膨大な数に昇るため，二段目の債権確定手

続を開始するための通知・広告費用を拠出出来ず，困っている。 

(2) ある特定適格消費者団体は，集団的消費者被害回復の訴訟制度の提起を準備中である

が，被告とする予定の詐欺的悪質事業者は，以前より消費者被害を起こしては会社を

閉鎖して逃げ，また役員を変えて実質的には同じ関係者が別会社を立ち上げて同様の

被害を発生させるということを繰り返していることが判明しているので，一段目の提

起を開始する前に仮差押えを行いたいと考えているが，その保証金財源が無い。 
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消費者庁表示対策課に対する質問事項 

 

 当日の質問ですので，本日の回答は無理と思います。また，内容によっては消費者庁で

はなく，公取委にお尋ねすべき事項かもしれません。次回期日でもよろしいので，お差し

支えの無い範囲で回答をお願い出来ますでしょうか。 

 

1. 表示対策課には，公取委から出向されている方が多いと思いますが，２０年法案にお

いて，公取委が不実証広告や，３号指定告示事項を課徴金対象から除外された理由は

どのようなことですか。 

2. 同じく２０年法案において，公取委が主観的要件として「重過失」まで必要と考えら

れた理由，その場合，その重過失はどのような資料からどのように認定しようとのお

考えであったのですか。 

3. 同じく２０年法案において，公取委は，その「重過失」は，会社組織内の誰の重過失

と考えられていたのですか。 

4. 同じく２０年法案において，公取委は，当該商品・役務の総売上の３％と課徴金率を

設定されていると思いますが，そのような課徴金率を設定された合理的根拠は何かあ

りますか。 

5. 課徴金賦課の除外要件（足切り）との関係において，例えば最近２～３年程度の期間

に不当表示として摘発（措置命令発令）された事業者のうち，その問題となった商品・

役務の売上総額が１億円を超える程度の事業者はどの程度存在するのでしょうか。あ

るいは５０００万円以上では如何でしょう。もしデータがあるようでしたら御教示下

さい。 

6. 消費者庁表示対策課の実務現場の感覚としては，課徴金を賦課するかしないかという

レベルの「裁量性」は，あった方が良いのか，それとも無くて良いのか。また，もし

あった方が良いという御回答の場合，そのメリットはどのようなことからでしょう。 

7. 課徴金制度が導入された場合，その課徴金額を算定するためには，不当表示を行った

事業者の社内資料のうち，どのようなものが必要になると想定されますか。そして，

従来の景表法上の調査権限の範囲は，どのような事項を追加する必要があると考えら

れるでしょう。 

8. 課徴金制度が導入された場合，その納付命令に向けた手続によって調査開始から発令

に至るまでの手続に要する期間はどの程度増大することが見込まれるようになるでし

ょう。これに要する事務量の増大の見通しと共に，現場の大体の実務現場の感覚を御

説明頂けますでしょうか。 

9. 措置命令と課徴金納付命令に対して取消訴訟の提起が多発した場合，現在の消費者庁

表示対策課の人員で，訴訟対応までが可能でしょうか。もし困難とした場合，どのよ

うな体制整備が必要と考えられるでしょうか。 


